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序     文 

 

国際協力機構（以下、当機構という）は、中華人民共和国（以下、中国という）政府からの技術協

力の要請に基づき、平成 21年（2009年）10月から 3年 6か月、技術協力プロジェクト「日中協力地

震緊急救援能力強化計画プロジェクト」を実施しています。 

当機構は、協力開始後 2年 2ヶ月にあたり、本プロジェクトの進捗状況や現状を把握し、同国のプ

ロジェクト関係者や派遣専門家に対し、プロジェクトをより効果的・効率的に実施するために必要な

助言と指導を行うことを目的とし、平成 23年 12月 4日から同年 12月 21日まで、当機構地球環境部

防災第一課長の中曽根 士郎を団長とする中間レビュー調査団を同国に派遣しました。 

調査団は、過去の投入実績や活動の達成度を確認し、中国政府関係者との協議等を通じ、プロジェ

クトの運営や事業内容等に対して必要な提言を行いました。 

この報告書が本プロジェクトの今後の推進に役立つとともに、この技術協力プロジェクトが両国の

友好・親善の一層の発展に寄与することを期待いたします。 

終わりに、本調査に対しご協力とご支援をいただいた両国の関係者の皆様に、心から感謝の意を表

するとともに、引き続き、一層のご支援をお願いする次第です。 

 

 

平成 24年 1月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 江島 真也 
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：応急分野モデル省 

：救助分野モデル省 

  



 

 

調査風景 

 

雲南省関係者との協議（応急分野） 

 

広東省における訓練（救助分野） 

広東省関係者との協議（救助分野） 

 

国家地震緊急救援訓練基地における訓練の様子 

 

JCC の様子 

 

中間レビュー結果合意文書署名・交換 

  



 

 

略 語 表 

略語 英語名称 日本語名称 

CNSART China National Training Base for Urban 

Search and Rescue 

国家地震緊急救援訓練基地 

C/P Counterpart カウンターパート 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

NERSS National Earthquake Response Support 

Service 

中国地震応急捜救センター 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリックス 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

TS Time Schedule タイムスケジュール 

 

  



 

 

評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：中華人民共和国 案件名：日中協力地震緊急救援能力強化計画プロジェクト 

分野：防災分野 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（中間レビュー時点）： 4.31 億円 

協 力 
期 間 

2009 年 10月-2013 年 3月 先方関係機関：中国地震局（CEA）他 

（3 年 6 カ月間） 日本側協力機関：総務省消防庁他 

１-１ 協力の背景と概要 

中国政府は、各種非常事態への対応能力を強化する取り組みを進めており、地震防災については

国家の重要政策に位置づけられたことを受けて、地震災害対応能力を強化する取り組みが現在積極

的に行われている。具体的には、地震防災に関する中国初の総合防災計画として「国家防震減災計

画（2006－2020年）」が2006年末に発布され、防震減災法が2008年末に改正された。しかしなが

ら、地震防災が重要政策と位置づけられてから間もないこともあり、地震の応急対応能力や救助能力

の強化は緒についたばかりである。 

震災の応急対応を担当する中国地震局は、地方政府にも地震局を設置することになっているが、

省政府の地震局はすべて設置されたものの、県政府の設置率は 7 割にとどまっている。救助について

は、中国国内の震災救援にあたることが規定されている省政府の地震緊急救援隊は 31 省（自治区・

直轄市を含む）のうち26省で設置されたにとどまっている。このような状況から、中国地震局は中国地

震応急捜救センター（以下 NERSS）において若手研究員の人材育成を行い、研修を通じた地方の応

急対応担当者の応急対応能力の強化に取り組む予定である一方、中国政府は NERSS 傘下の訓練

施設として 2億元（約 32億円）を投じて北京市郊外に国家地震緊急救援訓練基地（以下 CNSART）

を建設（2008 年完成）し、研修を通じた地方地震緊急救援隊の救助能力の強化に取り組んでいる。

しかしながら、その研修実施体制及び指導体制については改善の余地があり、日本への技術支援を

要請してきた。また、2008年 5月 12日の四川大地震の発生を受けて、改めて応急対応能力と救助

能力の強化が最重要かつ喫緊の課題であることが認識されている。現在の中国の災害対応体制下で

は、地震局は消防局、応急弁公室との連携や情報交換が重要であるので、これらの機関の人的リソー

スを十分活用するとともに、JICA が過去に実施した北京消防訓練センタープロジェクトの教訓やノウハ

ウを生かしながら、中国地震局の研修実施体制及び指導体制の強化を行い、地震災害対応能力を

高めることが必要である。 

これらの状況を踏まえ、本プロジェクトの協力内容に関し中国地震局と基本的に合意し、2009 年 9

月 17 日に討議議事録（R/D）署名交換を行なった。 

 

１-２ 協力内容 

（１）上位目標 

モデル地方省以外の省に応急対応と救助の制度と仕組みが普及する。 

（２）プロジェクト目標 

NERSS の応急対応能力及び救助技術の研修実施能力が強化される。 

（３）成果 

成果 1. NERSS の中核人材の応急対応能力に関する指導能力が強化される。 

成果 2. モデル地方省の地方行政官の応急対応能力が強化される。 

成果 3. NERSS 救助技術指導教官の指導能力が強化される。 

成果 4. モデル省の地方地震緊急救援隊幹部の救助技術訓練実施能力が強化される。 

 



 

 

 

１-３ 投入（中間レビュー時点） 

日本側： 

1)下記分野の専門家 

・長期専門家（3名） 

プロジェクト・リーダー／救助分野／業務調整 

・短期専門家（28名延べ 69回） 

応急分野 10名延べ 46回 

救助分野 18名延べ 23回 

 

2)本邦研修 

応急分野 2回延べ 34名 

救助分野 5回延べ 40名 

 

3)機材供不 

消防ポンプ、電磁波人命探査装置、地中音探知機、梯子等、約 100 種類の機材 

 

4)その他活動のための費用 

中国国内研修（応急分野 14回、救助分野 16回）・現地業務費 

 

中国側： 

1）カウンターパートの配置（中国地震局 5名、公安部消防局 1名、NERSS44 名） 

2）管理スタッフの配置 

3）研修経費 

4）プロジェクト実施運営費 

5）日本人専門家執務スペース 

 

２. 評価調査団の概要 

調査者 【日本側】 

（1）総括： 中曽根 士郎 JICA 地球環境部 防災第一課長 

（2）救急救助： 小宮 充豊 総務省消防庁 救助係長／国際緊急援助係長 

（3）評価企画： 貝谷 一樹 JICA 地球環境部 防災第一課  

（4）評価分析： 西川 圭輔 新日本有限責任監査法人 シニアコンサルタント 

 

【中国側】 

（1）総括： 譚 先鋒 中国地震応急捜救センター副主任 

（2）評価企画／応急対応： 謝 宵峰 中国地震応急捜救センター処長 

（3）応急対応： 盧 傑 中国地震応急捜救センター副処長 

（4）評価分析： 王 建偉 中国地震局応急救援司 

（5）評価分析： 王 娟 中国地震応急捜救センター高級工程師 

（6）救急救助： 王 念法 中国地震応急捜救センター教官 

 

調査期間 2011 年 12月 4日〜12月 21 日 評価種類：中間レビュー 



 

 

３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

（１）成果の達成度 

【成果 1：NERSS の中核人材の応急対応能力に関する指導能力が強化される】 

本成果に係るプロジェクト活動は、NERSS にとってゼロからのスタートであり、NERSS 教官の指導能

力・経験の把握から始まった。そのため、プロジェクト活動には多尐出遅れ感があったが、タイムスケジ

ュールや図上演習マニュアルを含む各種研修用教材の作成はその後着実に進み、教官の理解と経

験が蓄積されつつある。今後は、作成した教科書を基にした研修コースが実施される予定である。 

なお、プロジェクト活動内容が第 1 年次に明確化したことに伴い、双方の関係者で指標について再

協議した結果、指標 1-5 は「応急対応想定一覧表作成及び図上演習について、研修を実施できる

NERSS 教官が育成される」に改訂されることとなった。 

 

【成果 2：モデル地方省の地方行政官の応急対応能力が強化される】 

モデル省での活動はこれまでは雲南省を中心に実施されてきた。今後、河北省及び江蘇省でも同

様の各種活動が本栺的に実施されていく見込みであり、2012 年度末までに概ね完了することが予定

されている。なお、指標2-3に記された「図上演習実施毎のシナリオの改訂」については、雲南省で用

いた図上演習シナリオが改訂されて河北省で演習が実施され、それがさらに改訂されて江蘇省で実

施されるという流れで進めていくことでプロジェクト関係者が合意した。 

 

【成果 3：NERSS 救助技術指導教官の指導能力が強化される】 

これまでに訓練基地で行われた5回の救助研修全てにおいて最終テストが実施されており、合栺率

は平均 96～97%と非常に高い。また、研修参加者の満足度も 98%前後と高い結果が既に得られてお

り、基地教官のテストについても 90%以上の教官が合栺していることが長期専門家により確認されてい

る。なお、本プロジェクトでは救助技術に関する訓練用教材を開発中である。 

中間レビューの時点で全ての指標は既に満たされており、今後は上位目標の達成を見据えたさらな

る能力向上のための活動が引き続き行われる予定である。 

 

【成果 4：モデル省の地方地震緊急救援隊幹部の救助技術訓練実施能力が強化される】 

モデル地方省における 7 回の研修の最終テストの合栺者は平均的に受講者の 95%に達しており、

既に指標で定めた基準をクリアしている。また、満足度についても90～100%に達しており、目標の70%

を大きく上回っている。その一方で、訓練期間を長くしてほしいとの要望も多く聞かれている。基地での

訓練研修受講者が地元で一般隊員に対して行う訓練も、着実に実施されていることがうかがわれた。 

 

【プロジェクト目標：NERSS の応急対応能力及び救助技術の研修実施能力が強化される】 

応急対応能力強化については、応急分野の専門コース用の教材の作成を最終的に達成すること

は困難であり、入門・中核コースについて十分な成果を挙げることが新たな判断基準として妥当であ

る。救助分野においては、標準カリキュラムが作成されたほか、詳細な研修カリキュラムが計画されて

おり、それに基づいて訓練が実施されている。 

教官の育成については、応急対応分野ではNERSS教官約20名に対して指導が実施されてきてお

り、能力が着実に向上していることがうかがわれている。救助分野でも、着実に技術が向上したことがう

かがわれており、基地の指導教官の人数を将来的に増員していくことが計画されている。 

したがって、本プロジェクトで NERSS の応急分野及び救助分野における対応能力及び研修実施能

力は概ね強化されることが見込まれる。質・量の両面で、それぞれの指標の達成に向けた取り組みを

プロジェクト関係者が継続していくことが重要である。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性：中国では、地震防災に関する初めての総合防災計画が 2006 年末に発布され、防震減

災法が 2008 年末に改正されている。現在の国家政策である国家第 12 次 5 ヵ年計画及びそれに基



 

 

づく中国地震局事業発展計画では、地震対策・対応能力の強化が省、市、県といった各レベルで求め

られており、各政府が体制を強化することが急務であった。2008 年の四川大地震や 2010 年の青海

地震など、中国では大規模な地震災害が度々発生しており、中国地震局において応急対応能力と救

助能力の強化を通じて災害対応能力を向上させることは最重要かつ喫緊の課題であった。このような

状況の下、世界有数の地震国であり、多くの災害経験の中で培ってきた応急・救援能力を有する日本

が技術協力を行うことは意義が大きく、本プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

 

（２）有効性：本プロジェクトでは、NERSS の応急分野及び救助分野における対応能力及び研修実施能

力は概ね強化されることが予定通り見込まれる。プロジェクトの各成果の達成状況についても、設定さ

れた各指標は既に達成、もしくはプロジェクト終了に向けて全て達成されることが見込まれており、特段

大きな懸念材料はない。ただし、モデル省の関係者の応急対応能力・救援能力の強化に向けて、今

後は指標には表れない各種教材や研修の内容など質的な面での活動の充実化を図っていくことが望

まれる。 

 

（３）効率性：一部に若干の丌足点が見られるものの、効率性は概ね高いと判断される。日本側の投入

については、専門家の専門性は適切である一方で、応急分野において長期専門家が確保できれば、

短期専門家の丌在時にも各種研修活動を NERSS 教官に対して実施することが可能であったと思われ

る。中国側の投入については、地方省からの研修参加にも予算を措置するなど、積極的な姿勢がうか

がわれたが、救助分野で基地教官の人数が丌足していることについては、C/P 配置の観点から改善が

望まれる。本プロジェクトには中国側から数多くの機関及び関係者が関不しており、投入コストに十分見

合う成果がプロジェクト終了までに発現していくと考えられる。 

 

（４）インパクト：上位目標の達成状況を現時点で検証することは困難であるが、本プロジェクトにおける

活動でモデル省以外の省で応急対応・救助技術に係る研修を行う能力の強化は着実に図られてい

る。そのため、プロジェクト終了後にどのように他省に展開していくかを具体的に計画することが上位目

標の推進及び達成のための大きな鍵となると思われる。 

社会的には、様々な災害が中国国内でも数多く発生する中で国民の防災意識が向上しているこ

と、国家防震減災計画が定められていることなど、上位目標達成の推進要因が十分に存在していると

いえる。 

 

（５）自立発展性：政策面では国家レベルでの防災能力強化が謳われており、引き続き国として積極

的に地震防災に取り組んでいくと考えられる。ただ、防災分野は関係する政府機関が多いため、地震

局・NERSS の意識が高くても、各省への普及展開に際して、関係機関の協力をどの程度得られるか、

また研修・訓練内容がどの程度各省で取り入れられていくかについては留意が必要である。財政面で

は、大きな懸念材料は見当たらなかった。救助分野では、地震局が消防隊に対して訓練実施や研修

活動のための経費を拠出しており、その枠組みも全国的に継続されていく見通しであるとのことであっ

た。技術面においても、本プロジェクトを通じて向上した能力が維持されていく可能性は概ね高いと見

込まれる。 

 

３-３ 効果発現に貢献した理由 

プロジェクトの実施により、応急分野・救助分野ともに、モデル省の地震対応関係機関の間の良好な

コミュニケーション及び連携関係が促進されていることがうかがわれた。応急分野では、現地調査を行

った雲南省において、地震局、応急弁公室、民政庁の間の協働関係がうかがわれたが、省全体の応

急預案を作成していく際にはより多くの政府機関の関不が必要となってくると考えられる。 

 

３-４ 結論 

総合的には、応急分野・救助分野ともに、専門家及び C/P の努力により、プロジェクト開始当初と比

較して関係者の理解や経験が蓄積され、技術能力が向上しつつある。 



 

 

本プロジェクトは中国の防災政策に十分合致していることから、その実施の妥当性は高い。プロジェク

ト成果も地方行政官の能力向上に関する取り組みを引き続き強化していくことが必要であるが、既に達

成されている指標も多く、プロジェクトは高い効率性の下で順調に進捗しているといえる。上位目標の達

成に向けては、応急対応・救助技術に係る研修を行う能力の強化は着実に図られつつあるため、本プ

ロジェクト終了後にどのように全国展開していくかを具体化していくことが求められる。自立発展性につい

ては、数多くの関係機関の関不・連携をどれほど充実させられるかに留意する必要があるが、それ以

外の大きな懸念はなく、全体的に高い評価結果となった。 

 

３-５ 提言 

【応急分野】 

（1）NERSS 教官が業務の中で本プロジェクトの活動に割り当てる時間が必ずしも十分ではないと思われ

た。将来的に応急分野の全国的な指導を行っていくことを念頭に置いて、教官としての役割を主要

業務のひとつとして位置づけることが望まれる。 

（2）NERSS 教官の間のコミュニケーションの強化の取り組みが、本プロジェクトにおける教科書作成を通

じて強化されつつある。4つに分けられた教科書作成グループ内のみならず、4グループ間のコミュニ

ケーション強化を着実に実施することにより、十分な情報交換をすることが望ましい。また、NERSS 関

係者とプロジェクトチームとの情報の共有や交換もプロジェクトの円滑な実施に必要であるため、日中

関係者間で定期的なミーティングを開催することが重要である。 

（3）NERSS において、各省の実務経験者の招聘を通じて実際の対応状況に関する情報共有を行うこと

が、教官育成の観点から有効であると考えられる。 

 

【救助分野】 

（1）安全管理を含む基礎技術は重要であり、今後予定しているより高度な技術に関する訓練を実施す

る上でも、基礎技術を尊重した着実な訓練を継続していくことがプロジェクトの効果を高める観点から

重要である。 

（2）各省の地震局と消防局の関係が良好であることはプロジェクト目標の全般的な達成及び上位目標

の達成に重要な要素であるため、他省でも同様の連携関係を構築していくことがこれまで以上に必

要とされる。 

（3）モデル省が本プロジェクト以外に自主的に行っている訓練の実施情報を、事前にプロジェクト専門家

及び基地教官とより一層共有することにより、本プロジェクトにおける訓練研修との連携強化につなが

ることが期待される。 

（4）すでに、モデル地方省の中には、省内の市や県等に対する独自の訓練を実施している省もある。そ

のため、今後本プロジェクトを通じて基地で訓練を受けた地方省の教官が、各省で市や県等に対して

さらに訓練を実施する取り組みが着実に行われることは、省全体の救助能力の強化の観点から望ま

しい。 
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 中間レビュー調査の背景・目的 

中国政府は、各種非常事態への対応能力を強化する取り組みを進めており、特に地震防災について

は、2006年 10月の第 16期中央委員会第 6回全体会議（6中全会）において、国家の重要政策に位置

づけられたことを受けて、地震災害対応能力を強化する取り組みが現在行われている。具体的には、

地震防災に関する中国初の総合防災計画として「国家防震減災計画（2006－2020 年）」が 2006 年末

に発布され、防震減災法が 2008 年末に改正された。しかしながら、地震防災が重要政策と位置づけ

られてから間もないこともあり、地震の応急対応能力や救助能力の強化は緒についたばかりである。 

震災の応急対応を担当する中国地震局は、地方政府にも地震局を設置することになっているが、省

政府の地震局はすべて設置されたものの、県政府の設置率は 7割にとどまっている。救助については、

中国国内の震災救援にあたることが規定されている省政府の地震緊急救援隊は 31 省（自治区・直轄

市を含む）のうち 26省で設置されたにとどまっている。このような状況から、中国政府は、NERSS

（地震応急救援センター：以下 NERSS）において若手研究員の人材育成を行い、研修を通じた地方

の応急対応担当者の応急対応能力の強化に取り組む予定である一方、NERSS 傘下の訓練施設として

32 億円を投じて北京市郊外に CNSART（国家地震緊急救援隊訓練基地：以下、CNSART と言う）を

建設（2008 年完成）し、研修を通じた地方地震緊急救援隊の救助能力の強化に取り組んでいる。し

かしながら、その研修実施体制及び指導体制については改善の余地があり、日本への技術支援を要請

してきた。また、2008年 5月 12日の四川大地震の発生時には、応急対応及び救助体制がある程度整

備されていたにも関わらず、実際に発災した際に適切に機能しなかったことを受けて、応急対応能力

と救助能力の強化は最重要かつ喫緊の課題であることが改めて認識されている。中国の災害対応体制

下では、上述の通り公安部消防局に属する各省の消防中隊が地震緊急救援隊として活動することとな

るが、旧来の体制では消防局との連携や情報交換等が発災時以外には希薄であったところ、北京消防

訓練センタープロジェクトの教訓やノウハウ、及び人的リソースを活かしながら、中国地震局の研修

実施体制及び指導体制の強化を行い、地震災害対応能力を高めることが必要である。 

これらの状況を踏まえ、本プロジェクトの協力内容に関し中国地震局と基本的に合意し、2009年 9

月 17日 R/D署名交換を行なった。 

1-2 プロジェクト概要 

（1） 協力期間： 2009年 10月 1日～2013年 3月 31日 

（2） 実施機関： 中国地震局 

（3） 上位目標・プロジェクト目標・成果 

上位目標 モデル地方省以外の省に応急対応と救助の制度と仕組みが普及する。 

プロジェクト目標 NERSS の応急対応能力及び救助技術の研修実施能力が強化される。 

成果１ NERSS の中核人材の応急対応能力に関する指導能力が強化される。 

成果２ モデル地方省の地方行政官の応急対応能力が強化される。 

成果３ NERSS 救助技術指導教官の指導能力が強化される。 

成果４ モデル省の地方地震緊急救援隊幹部の救助技術訓練実施能力が強化

される。 
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1-3 評価調査団構成 

 担当分野 氏名 役職 

日本側 

1 総括 中曽根 士郎 JICA地球環境部 防災第一課長 

2 救急救助 小宮 充豊 総務省消防庁国民保護・防災部参事官付 

3 評価企画/応急

対応 

貝谷 一樹 JICA地球環境部 防災第一課 

4 評価分析 西川 圭輔 新日本有限責任監査法人 シニアコンサルタント 

中国側 

1 総括 譚 先鋒 中国地震応急捜救センター副主任 

2 
評価企画/応急

対応 

謝 宵峰 中国地震応急捜救センター処長 

3 救急救助 盧 傑 中国地震応急捜救センター副処長 

4 評価分析 王 建偉 中国地震局応急救援司 

5 評価分析 王 娟 中国地震応急捜救センター高級工程師 

6 救急救助 王 念法 中国地震応急捜救センター教官 

 

1-4 調査日程 

No. 日付 曜日 業務・移動内容 滞在 

1 12/4 日 東京→北京 北京 

2 12/5 月 JICA事務所表敬,中国地震局,NERSS表敬 北京 

3 12/6 火 日本人専門家ヒアリング,応急分野 C/P ヒアリング 北京 

4 12/7 水 北京→昆明 昆明 

5 12/8 木 雲南省地震局,応急弁公室,民政庁（応急分野 C/P）ヒアリ

ング 
昆明 

6 12/9 金 雲南省地震局,応急弁公室,民政庁（応急分野 C/P）ヒアリ

ング, 昆明→広州 
広州 

7 12/10 土 評価レポート作成 広州 

8 12/11 日 評価レポート作成 広州 

9 12/12 月 広州特勤中隊・消防救助分野ヒアリング及び実技確認 広州 

10 12/13 火 広州→北京 北京 

11 12/14 水 国家地震緊急救援訓練基地視察及び実技確認,救助分野

C/P ヒアリング 

北京 

12 12/15 木 中国側評価団及び C/P との中間レビュー結果協議 北京 

13 12/16 金 中国側評価団及び C/P との中間レビュー結果協議 北京 

14 12/17 土 協議結果取り纏め,協議議事録案作成 北京 

15 12/18 日 協議結果取り纏め,協議議事録案作成 北京 

16 12/19 月 中国側評価団及び C/P との中間レビュー結果協議 北京 

17 12/20 火 JCC（協議議事録署名） 北京 

18 12/21 水 北京→東京  
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1-5 主要面談者 

氏名 職位、所属先 

趙明 中国地震局科学技術司国際協力司副司長 

朱芳芳 中国地震局科学技術司国際協力司 

王志秋 中国地震局震災救援司処長 

王建偉 中国地震局震災救援司 

趙会強 国務院応急弁公室副処長 

劉洪強 公安部消防局参謀 

呉建春 中国地震応急捜救センター主任 

譚先峰 中国地震応急捜救センター副主任 

尚紅 中国地震応急捜救センター処長 

賈群林 中国地震応急捜救センター（国家地震緊急救援訓練基地処長） 

謝霄鋒 中国地震応急捜救センター処長 

王彬 雲南省地震局副局長 

曹彦波 雲南省地震局応急保障中心工程師 

白涌 雲南省民政庁処長 

闙雲彩 雲南省応急弁公室副調研員 

羅志勇 広東省地震災害緊急救援大隊長 

陳暁発 広東省地震局処長 

櫻田幸久 プロジェクト専門家 

長沢享 プロジェクト専門家 

横堀慎二 プロジェクト専門家 

松村晋 プロジェクト専門家 

倉科和子 JICA中華人民共和国事務所次長 

可兒希代子 JICA中華人民共和国事務所 

林哲浩 JICA中華人民共和国事務所 
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第2章 中間レビューの手法 

2-1 評価手順 

（1） まず、前提として中国から評価メンバーを選出してもらい、日本からの調査団と合同で評価を

実施することとした。合同調整委員会（JCC）にて関係者間で評価結果を共有し、合意を得て、

最終的には評価結果は合同評価報告書にまとめ、中国側代表との間で署名した。 

（2） 中間レビュー調査では、プロジェクトの実績（プロジェクト目標、アウトプットの達成度、投

入実績等）や実施のプロセスを含むプロジェクト情報を以下の表に示す視点に基づいて整理し、

実施状況の把握・分析を行った。 

項目 視点 

実績の検証 ・ 投入は計画どおり実施されたか 

・ アウトプットは計画どおり達成されたか 

・ プロジェクト目標は達成されるか 

・ 上位目標達成の見込みはあるか 

実施のプロセス

の検証 

・ 活動は計画どおりに実施されたか 

・ 技術移転の方法に問題はなかったか 

・ プロジェクトのマネジメント体制 

・ （モニタリング、プロジェクト内コミュニケーションなど） 

・ 実施機関や C/P ターゲットグループのプロジェクトに対する認識は

高いか 

・ 適切な C/P が配置されたか 

・ 実施過程で生じている問題や、効果発現に影響を与えた要因は何か 

 

（3） 評価調査に必要な評価設問を検討し、評価 5 項目（後述）ごとに具体的な評価設問を設定し、

評価デザインとして「評価グリッド」を使用して評価を行った。 

（4） 専門家及び C/P に対する質問票への回答内容を検討しつつ、現地調査（プロジェクトサイト視

察、関係者へのインタビュー等）を行い、評価グリッドに基づき、各分野の評価・分析ととも

にプロジェクトの総合的な評価を行った上で、合同評価報告書案を作成する。 

（5） JCCの場において、合同評価結果を報告し合意事項を M/Mに取りまとめ署名する。 

（6） 帰国後、中間評価報告書を作成する。 

2-2 評価 5 項目 

（1） 妥当性（Relevance）：プロジェクト目標や上位目標は、本評価時点においても受益者のニーズ

や相手国と日本側の政策に合致したものであるかという、実施の正当性・必要性を問う視点。 

（2） 有効性（Effectiveness）：プロジェクト終了時までにプロジェクト目標は達成されるか、アウト

プットのプロジェクト目標への貢献度、目標達成の阻害・貢献要因、外部条件は何か等を問う
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視点。 

（3） 効率性（Efficiency）：プロジェクトのアウトプット産出状況の適否、アウトプットと活動の因

果関係、活動のタイミング、コスト等とそれらの効果について問う視点。 

（4） インパクト（Impact）：上位目標達成の見込み、上位目標とプロジェクト目標の因果関係、正負

の波及効果等を問う視点。 

（5） 自立発展性（Sustainability）：政策・制度面、組織・財政面、技術面、社会・文化・環境面、総

合的自立発展性等において、協力終了後もプロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあ

るかを問う視点。 
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第3章 プロジェクトの実績と現状 

3-1 投入実績 

（1） 日本側の投入 

① 専門家の派遣（長期・短期） 

本プロジェクトでは、2011年 11月までに長期専門家 3名、短期専門家 28名延べ 69回（応急

分野 10名延べ 46回、救助分野 18名延べ 23回）が派遣された。構成は、長期専門家はプロジェ

クト・リーダー、救助分野、業務調整の各専門家、短期専門家は応急分野では研究指導、タイム

スケジュール（以下 TS（※PDM上は応急対応想定一覧表と記載））、図上訓練の各分野、救助分

野では救助訓練指導分野の専門家となっている。 

② 本邦研修 

プロジェクト開始後、応急分野で 2回延べ 34 名、救助分野で 5回延べ 40名が本邦研修（訪日

研修）に参加した。詳細は以下の表の通りであり、これらの研修には地震局・NERSS のみなら

ず、モデル省の関係者も多数参加した。 

【応急分野】 
   

コース名称 受入先 期間 人数 

2010年視察型研修 東京消防庁・兵庫県等 2010/5/16-26 16 

2011年視察型研修 東京消防庁・兵庫県等 2011/7/24-8/6 18 

合  計 34 

     
【救助分野】 

   
コース名称 受入先 期間 人数 

2010年度視察型研修 東京消防庁・兵庫県等 2010/8/25-9/4 18 

2010年度研修参加型研修 東京消防庁 2010/8/29-10/9 2 

2011年度視察型研修 東京消防庁・静岡市消防局等 2011/8/21-9/1 17 

2011年度研修参加型研修 東京消防庁 2011/8/29-10/15 2 

2011年度集団研修「救急救助技術」 大阪市消防局 2011/10/3-12/17 1 

合  計 40 

 

③ 機材供与 

機材については、本プロジェクトの実施のために訓練基地にて必要とされる 100種類近くの機

材がこれまでに供与された。主なものは、消防ポンプ、電磁波人命探査装置、地中音探知機、梯

子などであり、これまでの総額は 19,594,400円（日本での調達）＋1,820,850 元（中国での調達）

であった。 

④ 中国国内研修・現地業務費 

中国国内において、これまでに応急分野で 14、救助分野の 16 の研修が実施され、延べ 1,500

名近くの参加があった（モデル省以外からの参加者を含む）。これらの研修は北京のみならず、
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各モデル省でも計 10回（応急分野 3回、救助分野 7 回）実施されている。各研修の実施期間、

実施場所、研修内容、参加者数は以下の通りであった。 

【応急分野】 

実施期間 実施場所 内容 参加者数 

2009/11/23 2009/11/27 北京 プレセミナー  

2010/6/10 
 

北京 研究指導ワークショップ  

2010/7/18 2010/7/25 北京・昆明 タイムスケジュールセミナー 20 

2010/8/23 2010/8/25 北京 研究指導ワークショップ 25 

2010/11/14 2010/11/18 北京 タイムスケジュールセミナー 35 

2010/11/14 2010/11/16 北京 図上訓練セミナー 35 

2010/11/21 2010/11/25 北京 研究指導ワークショップ 25 

2011/2/27 2011/3/3 昆明 図上訓練実施 30 

2011/5/8 2011/5/11 北京 研究指導ワークショップ 25 

2011/7/19 2011/7/22 北京 タイムスケジュールセミナー 33 

2011/8/28 2011/8/31 北京 研究指導ワークショップ 25 

2011/10/31 2011/11/3 北京 研究指導ワークショップ 25 

2011/11/13 2011/11/18 南京・北京 タイムスケジュールセミナー 40 

2011/11/21 2011/11/24 北京 図上訓練セミナー 33 

 

【救助分野】 

実施期間 実施場所 内容 参加者数 

2009/12/7 2009/12/14 訓練基地 

救助技術事前教官研修： 

救助基本指導、資機材取扱、高

所救助等 

12 

2010/2/28 2010/3/20 訓練基地 

救助技術事前教官研修： 

各種救助操法、基礎安全管理、

高所救助、基本地震救助等 

12 

2010/4/5 2010/4/25 訓練基地 

地震救助基礎教官研修： 

安全管理、救助指導全般、指揮

要領、応急救護等 

13 

2010/5/11 2010/5/28 訓練基地 
基礎地震救助技術全般、訓練指

導等 
45 

2010/6/16 2010/6/24 

山東省済南

市、泰安市、

青島市 

基礎救助技術、訓練指導、基礎

地震救援技術等 
270 

2010/7/13 2010/7/23 
陝西省西安

市 

基礎救助技術、訓練指導、基礎

地震救援技術等 
118 

2010/9/13 2010/9/24 訓練基地 
基礎地震救助技術全般、訓練指

導等 
44 

2010/10/14 2010/10/22 
広東省広州

市 

基礎救助技術、訓練指導、基礎

地震救援指導 
156 

2010/11/1 2010/11/12 訓練基地 
基礎地震救助技術全般、訓練指

導等 
60 

2011/4/5 2011/4/25 訓練基地 

高度地震救助教官研修：訓練指

導技術等、高度安全管理、ブリ

ーチング、ショアリング、山岳、

急流救助、閉鎖空間救助 

13 
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2011/5/16 2011/5/27 訓練基地 
高度救助技術全般、山岳救助

等、訓練指導技術等 
54 

2011/6/16 2011/6/24 
広東省広州

市、深圳市 

救助技術、地震救援、高度救助

技術、山岳救助等、訓練指導等 
106 

2011/7/17 2011/7/22 

内モンゴル

自治区フフ

ホト市、オ

ルドス市 

救助技術、地震救援、高度救助

技術、山岳救助等、訓練指導等 
83 

2011/9/12 2011/9/23 訓練基地 
高度救助技術全般、山岳救助

等、訓練指導技術等 
56 

2011/10/24 2011/10/27 
山東省淄博

市 

救助技術、地震救援、高度救助

技術、山岳救助等、訓練指導等 
41 

2011/11/28 2011/12/1 
陝西省西安

市 

救助技術、地震救援、高度救助

技術、山岳救助等、訓練指導等 
50 

 

これらの研修を中心とした、中国におけるプロジェクト活動経費として 2011年 9月までに 826

千元（2010年度 554 千元、2011年度 272千元）が活用されている。 

（2） 中国側の投入 

① カウンターパート（以下 C/P）の配置 

本プロジェクトの実施のために配置された中国側の C/P は、中国地震局 5名、公安部消防局 1

名、NERSS44名である。またモデル各省からも数多くの C/P が関与している。 

② 管理スタッフの配置 

本プロジェクト実施に際して、専門家と随時協議し、中国側で進捗管理を行うスタッフが配置

されている。 

③ 研修経費 

応急分野及び救助分野で実施される各種国内研修の実施に際して、研修への参加経費が滞りな

く拠出されている。 

④ プロジェクト実施運営費 

プロジェクト開始当初から、中国側のプロジェクト実施運営費は安定的に負担されている。 

⑤ 日本人専門家執務スペース 

プロジェクト活動に必要な専門家の執務室、会議室等が適切に提供されている。 

3-2 成果の達成状況 

中間レビュー実施時点における各成果の達成状況は以下の通りであった。 

成果 1：NERSSの中核人材の応急対応能力に関する指導能力が強化される。 

成果 1の達成状況を確認するために、教訓本の作成、各種マニュアルの作成、研修の実施等、6つ

の指標が設定されている。中間レビュー時点における達成状況及び今後の活動内容は以下の通りであ

った。 
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成果 指標 これまでの進捗 今後の活動内容 

NERSS の

中核人材

の応急対

応能力に

関する指

導能力が

強化され

る。 

【指標 1-1】過去の地震緊急災

害時の体制・制度の課題や問

題点が抽出され、教訓本が作

成される 

入門コースは教材開発中

（70％程度完成）、中核コー

スの枠組みはほぼ完成 

入門コースは、2012 年 5

月完成予定。中核コース

は、2013年 3月完成予定 

【指標 1-2】応急対応想定一覧

表作成指導のためのマニュア

ルが作られる 

2010 年 11 月から作成に着

手、2011年 7月、11月に改

善指導 

2012 年 4 月、7 月の改善

指導を経て 11月に完成予

定 

【指標 1-3】図上演習実施指導

のためのマニュアルが作られ

る 

2010 年 11 月から作成に着

手、2011 年 11 月に改善指

導 

2012 年 3 月、7 月の改善

指導を経て 11月に完成予

定 

【指標 1-4】研修を受講した地

方行政官の 70%以上が研修内

容及び指導方法に満足する 

未実施 

2012 年 3 月及び 5月に入

門コース、11 月に中核コ

ース研修を実施予定 

【指標 1-5】研修を受講した地

方行政官の 70%以上が対応想

定一覧表作成及び図上演習が

できるようになる 

未実施 

2012 年 3 月及び 5月に入

門コース、11 月に中核コ

ース研修を実施予定 

【指標 1-6】プロジェクト終了

までに国内研修を 3 回以上実

施する 

未実施 

2012 年 3 月及び 5月に入

門コース、11 月に中核コ

ース研修を実施予定 

 

本成果に係るプロジェクト活動は、NERSSにとってゼロからのスタートであり、NERSS教官の指

導能力・経験の把握から始まった。そのため、プロジェクト活動に多尐出遅れ感があったが、各種研

修用教材（タイムスケジュール、図上演習マニュアルを含む）の作成はその後着実に進み、教官の理

解と経験が蓄積されつつある。 

指標 1-5 については、NERSS 教官の経験・能力把握の結果、活動内容が 2011 年 4 月 12 日の合同

調整委員会の場で明確化され、入門・中核・専門の 3種類の研修が実施されることとなった。プロジ

ェクトの残り期間に照らし合わせた活動スケジュールを再検討した結果、研修は入門・中核コースま

では実施される一方で、専門家による専門コースの枠組みに関する指導は行われるものの、NERSS

教官による専門コースの実施は行われない可能性が高いことが判明した。そのため、NERSS 教官に

よるタイムスケジュール及び図上演習シナリオの作成のための研修は、地方行政官に対して実施され

ない見込みである。以上を踏まえ、プロジェクト関係者を交えて検討した結果、以下の指標に変更す

ることとなった。 

「応急対応想定一覧表作成及び図上演習について、研修を実施できる NERSS 教官が育成される」

その他の指標に関する活動は、プロジェクト期間中に計画的に行われる見込みである。なお、この変

更を加えた改訂 PDMを資料 3として添付した。 

 

成果 2：モデル地方省の地方行政官の応急対応能力が強化される。 

成果 2に関しては、訓練を受けた地方行政官による図上演習の実施、各省での応急対応想定一覧表

の作成、及び図上演習のシナリオ作成・改訂等、3つの指標が設定されている。その達成状況及び今

後の活動内容は以下の通りであった。 
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成果 指標 これまでの進捗 今後の活動内容 

モデル地

方省の地

方行政官

の応急対

応能力が

強化され

る。（成果

2） 

【指標 2-1】訓練を受けた地方

行政官が地元で図上演習を年

度に 1回以上実施する 

雲南省は、2011 年 3 月に

実施。他の省は未実施（独

自の演習は別途実施） 

河北省に対しては 2012年 3

月に北京にて実施予定、江

蘇省には2012年7月に実施

予定 

【指標 2-2】地元で応急対応想

定一覧表が最低 1 部作成され

る 

雲南省は作成済み。河北

省、江蘇省は素案を作成 

河北省・江蘇省は、2012年

7 月に第 2 稿の改善指導を

経て 2012 年 11 月に完成予

定 

【指標 2-3】地元で図上演習の

シナリオが作成され、図上演

習実施毎に改訂する 

雲南省はシナリオ作成、

演習実施済み。河北、江

蘇省はシナリオ作成中 

河北省は、2012年 3月に作

成の上、演習実施予定。江

蘇省は、2012 年 11 月に作

成の上、演習実施予定 

 

モデル省での活動はこれまでは雲南省を中心に実施されてきた。今後、河北省及び江蘇省でも同様

の各種活動が本格的に実施されていく見込みであり、2012 年度末までに概ね完了することが予定さ

れている。なお、指標 2-3 に記された「図上演習実施毎の改訂」については、雲南省で用いた図上演

習シナリオが改訂されて河北省で演習が実施され、それがさらに改訂されて江蘇省で実施されるとい

う流れで進めていくことでプロジェクト関係者が合意している。 

 

成果 3：NERSS救助技術指導教官の指導能力が強化される。 

成果 3 の達成状況は、訓練におけるテストへの合格率及び受講者の満足度が 70%を超えることに

関して、3つの指標が設定されている。その達成状況及び今後の活動内容は以下の通りであった。 

成果 指標 これまでの進捗 今後の活動内容 

NERSS救助

技術指導教

官の指導能

力が強化さ

れる。（成果

3） 

【指標 3-1】研修の最終テストに

70%以上の受講者が合格する 

テスト実施済み 

70%以上の受講者が最終テ

ストに合格 

全員が合格できるよ

う、訓練を行う。 

【指標 3-2】指導教官が実施する

訓練の受講者の 70%以上が訓練

内容及び指導方法に満足する 

アンケートによる把握済み 

70%以上が訓練内容及び指

導方法に満足している 

より良い研修を引き

続き実施する。 

【指標 3-3】救助指導技術に関す

るテストに 70%以上の教官が合

格する 

テスト実施済み 

70%以上の教官が合格 

合格できない教官を

合格に導く。また、全

員の能力向上を図る。 

 

これまでに訓練基地で行われた 5回の救助研修全てにおいて最終テストは実施されており、合格率

は平均 96～97%と非常に高い。また、研修参加者の満足度も 98%前後と高い結果が既に得られてお

り、基地教官のテストについても 90%以上の教官が合格していることが長期専門家により確認され

ている。なお、本プロジェクトでは救助技術に関する訓練用教材を開発中である。 

中間レビューの時点で全ての指標は既に満たされており、今後は上位目標の達成を見据えたさらな

る能力向上のための活動が引き続き行われる予定である。 
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成果 4：モデル地方省の地方地震緊急救援隊幹部の救助技術訓練実施能力が強化される。 

成果 4の達成状況は、成果 3と同様にテストの合格率、訓練に対する満足度に関する指標が掲げら

れているほか、訓練参加者が各省で一般隊員を対象に訓練を実施することにより測定されることとな

っている。その達成状況及び今後の活動内容は以下の通りであった。 

成果 指標 これまでの進捗 今後の活動内容 

モデル地方

省の地方地

震緊急救援

隊幹部の救

助技術訓練

実施能力が

強 化 さ れ

る。（成果 4） 

【指標 4-1】70%以上が最終テス

トに合格する 

テスト実施済み 

70%以上の受講者が最終テ

ストに合格 

全員が合格できるよ

う、訓練を行う。 

【指標 4-2】地元で一般隊員を対

象に実施した訓練が研修参加後

に各省で 1 回（年度毎に）以上

実施される 

1年目は 3省等で実施 

2年目は 4省等で実施 

年度内に 1 回でな

く、多数実施できる

よう尽力する。 

【指標 4-3】一般隊員の 70%以上

が訓練内容及び指導方法に満足

する 

アンケートによる把握済み 

70%以上が訓練内容及び指

導方法に満足している 

より良い研修を実施

する。 

 

モデル地方省における 7 回の研修の最終テストの合格者は平均的に受講者の 95%に達しており、

既に指標で定めた基準をクリアしている。また、満足度についても 90～100%に達しており、目標の

70%を大きく上回っている。その一方で、訓練期間を長くしてほしいとの要望も多く聞かれている。

基地での訓練研修受講者が地元で一般隊員に対して行う訓練も、着実に実施されていることがうかが

われた。 

3-3 プロジェクト目標の達成度 

 

プロジェクト目標： NERSSの応急対応能力及び救助技術の研修実施能力が強化される。 

 

本プロジェクトでは、プロジェクト目標に対して、以下の 3つの指標が設定されている。 

指標 1：応急対応能力及び救助技術における標準カリキュラムができる 

指標 2：応急対応技術を他の教官に指導できる指導教官が 15名以上育成される 

指標 3：救助技術を他の教官に指導できる指導教官が 15名以上育成される 

 

指標 1の応急対応能力強化については、入門・中核・専門コースの実施を目指すことがプロジェク

ト開始後の協議で合意された。本調査の結果、応急分野の専門コース用の教材の作成を除き、ほぼ達

成が可能であると見込まれている。一方、専門コース用の教材の作成については、各種研修の実施状

況を鑑みると、最終的に達成することは困難であると思われる。したがって、入門・中核コースにつ

いて十分な成果を挙げることが新たな判断基準として妥当であると思われる。 

救助分野においては、標準カリキュラムが作成されたほか、詳細な研修カリキュラムが計画されて

おり、それに基づいて訓練が実施されている。 

指標 2については、本プロジェクトの応急対応分野において、NERSS教官約 20名に対して、研修

教材「NERSS 版応急管理入門」の作成指導、タイムスケジュール及び図上演習に関する定期的な指

導が実施されてきており、能力が着実に向上していることがうかがわれている。豊富な実務経験を兼
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ね備えた指導教官の育成にはなお時間を要するものの、地方省で指導を行うことのできるレベルへの

到達に向けた活動が今後とも行われていく見込みである。 

指標 3はプロジェクト期間全般にわたる長期専門家の指導により、着実に技術が向上したことがう

かがわれた。指導教官の人数は、中間レビュー時点で 11 名の教官が指導可能なレベルに達している

（別途 1 名が基地での能力向上の後、四川省地震局に採用）。その他に、3 名が育成中であり、可能

な限りプロジェクト終了までに指導可能なレベルに達することが期待される。なお、NERSS では基

地の指導教官の人数を将来的に増員していくことが計画されている。 

以上より、本プロジェクトで NERSS の応急分野及び救助分野における対応能力及び研修実施能力

は概ね強化されることが見込まれる。質・量の両面で、それぞれの指標の達成に向けた取り組みをプ

ロジェクト関係者が継続していくことが重要である。 

3-4 実施プロセスに係る特記事項 

救助分野では、広東省、山東省、陝西省、内モンゴル自治区、及び大連市の 4省 1市がモデル省と

して選定されていたが、大連市は本プロジェクトのモデル省としての基本的な条件が整っていないこ

とが判明したため、2年次に入りモデル省としないこととなった。そのため、中間レビュー時点では

同市を除く 4省が救助分野のモデル省となっている。 

本調査では、プロジェクトの実施により、応急分野・救助分野ともに、モデル省の地震対応関係機

関の間の良好なコミュニケーション及び連携関係が促進されていることがうかがわれた。応急分野で

は、現地調査を行った雲南省において、地震局、応急弁公室、民政庁の間の協働関係がうかがわれた

が、省全体の応急預案を作成していく際にはより多くの政府機関の関与が必要となってくる。また、

特に災害発生後数日間（72 時間や 100 時間など）の対応においては、あらゆる側面から担当機関が

応急預案に沿って協働していくことが不可欠となる。したがって、関係機関とのさらなる連携関係の

強化が必要になるものと考えられる。 
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第4章 評価５項目による評価結果 

4-1 妥当性 

中国では、地震防災に関する初めての総合防災計画として「国家防震減災計画（2006－2020 年）」

が 2006 年末に発布され、防震減災法が 2008 年末に改正されている。現在の国家政策である国家第

12 次 5 ヵ年計画及びそれに基づく中国地震局事業発展計画では、地震対策・対応能力の強化が省、

市、県といった各レベルで求められており、政策的に各政府が体制の強化を行うことが急務であった。

これは、2008年の四川大地震や 2010年の青海地震など、中国では大規模な地震災害が度々発生して

おり、中国地震局において応急対応能力と救助能力の強化を通じて災害対応能力を向上させることは

最重要かつ喫緊の課題であった。このような状況の下、世界有数の地震国であり、多くの災害経験の

中で培ってきた応急・救援能力を有する日本が技術協力を行うことは意義が大きく、本プロジェクト

の妥当性は高いといえる。 

4-2 有効性 

プロジェクト目標の達成状況については、3-4 で述べた通り、NERSS の応急分野及び救助分野にお

ける対応能力及び研修実施能力は概ね強化されることが見込まれる。応急分野における NERSS 教官

の能力向上を基礎から図るため、教科書作成や入門・中核コース研修の実施に注力した点は、NERSS

の応急対応能力の着実な強化につながるものとして一定の評価ができるものである。また、NERSS

教官にとって、本プロジェクトは理論的な側面とモデル省の実践的な応急対応経験を知る良い機会と

なっており、教官間での情報共有ひいては組織としての経験蓄積が期待される。また、今後、教科書

作成を通じた理論面と、TS／図上訓練といった実践面との間の補完関係について強く意識して活動

に取り組んでいくことにより、応急対応の理解が一層深まると思われる。救助分野では、安全管理を

含めた基礎技術の充実化が図られる中で、基地において十分な訓練が実施されることにより、大部分

の基地教官の能力は大幅に向上し、指導能力も備わってきた。 

プロジェクトの各成果の達成状況についても、設定された各指標は既に達成、もしくはプロジェク

ト終了に向けて全て達成されることが見込まれており、特段の懸念材料はない。ただし、モデル省の

関係者の応急対応能力・救援能力の強化に向けて、今後は指標には表れない各種教材や研修の内容な

ど質的な面での活動の充実化を図っていくことが望まれる。また、4つの成果はプロジェクト目標に

密接に関連していることから、指標 1-5 で地方行政官の能力強化の視点を若干弱めたことが成果自体

の達成を弱めることのないように、プロジェクト関係者が積極的にプロジェクト目標さらには上位目

標を意識して実施に取り組むことが重要である。 

4-3 効率性 

これまでの投入や活動の実施状況をレビューした結果、一部に若干の不足点が見られるものの、概

ね適切であると判断される。日本側の投入については、専門家の専門性は適切である一方で、応急分

野において長期専門家が確保できれば、短期専門家の不在時にも各種研修活動を NERSS教官に対し

て実施することも可能であったと思われる。中国側の投入については、地方省からの研修参加にも予

算を措置するなど、積極的な姿勢がうかがわれたが、救助分野において基地教官の人数が不足してい

ることが、C/P 配置の観点から改善が望まれる。即座に予算措置を講じて基地教官を配置することは

容易ではないが、NERSSの将来計画を念頭に増員配置する方向性を具体化することが期待される。 
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本プロジェクトには中国側から数多くの機関及び関係者が関与しており、投入コストに十分見合う

成果が発現している、もしくは今後発現すると考えられる。多くの関係者の参加を得て実施される研

修は、むしろ波及効果の観点からは非常に効率性の高い活動であるといえる。 

4-4 インパクト 

上位目標の達成状況を現時点で検証することは困難であるが、本プロジェクトにおける活動でモデ

ル省以外の省で応急対応・救助技術に係る研修を行う能力の強化は着実に図られている。そのため、

プロジェクト終了後にどのように他省に展開していくかを具体的に計画することが上位目標の推進

及び達成のための大きな鍵となると思われる。 

社会的には、様々な災害が中国国内でも数多く発生する中で国民の防災意識が向上していること、

国家防震減災計画が定められていることなど、上位目標達成の推進要因が十分に存在しているといえ

る。 

上位目標達成のための 5つの外部条件は概ね想定通りのままであると推察されるが、条件の 1つで

ある「訓練を受けた地方緊急救援隊幹部及び隊員が業務を継続する」については、幹部と隊員につい

て区別して考える必要がある。幹部の業務継続は想定通り見込まれるものの、隊員の業務継続につい

ては、任期を有する救援隊の隊員が大部分であるため、必ずしも全員が継続することを前提とするの

ではなく、各省では訓練を継続的に行いつつ、幹部の能力向上と隊員の能力確保を外部条件として捉

えることが現実的である。 

4-5 自立発展性 

政策・組織面、財政面、技術面から本プロジェクトの自立発展性は概ね高いと判断された。 

政策面では国家レベルでの防災強化が謳われており、引き続き国として積極的に地震防災に取り組

んでいくことが考えられる。具体的には、中央政府の予算措置により、複数の省で訓練基地を建設し

たことや具体的な計画が進行していることが防災への取り組みの事例として挙げられる。ただ、防災

分野は関係する政府機関が多いため、地震局・NERSS の意識が高くても、各省への普及展開に際し

て、関係機関の協力をどの程度得られるか、また研修・訓練内容がどの程度各省で取り入れられてい

くかについては留意が必要である。 

財政面では、大きな懸念材料は見当たらなかった。救助分野では、地震局が消防隊に対して訓練実

施や研修活動のための経費を拠出しており、その枠組みも全国的に継続されていく見通しであるとの

ことであった。 

技術面においても、本プロジェクトを通じて向上した能力が維持されていく可能性は概ね高いと見

込まれる。なお、研修への参加に必要な経費は地方省負担になっていることから、費用対効果の観点

からも、地方省にとって参加意欲の高まる研修プログラム・内容となるように努めていくことが望ま

れる。 

4-6 結論 

総合的には、応急分野・救助分野ともに、専門家及び C/P の努力により、プロジェクト開始当初と

比較して関係者の理解や経験が蓄積され、技術能力が向上しつつある。 
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応急分野では活動の一部が変更され、それに伴って今次中間レビュー調査において指標も変更され

た。また、救助分野でも教官の人数が若干不足しているが、全体としてプロジェクト目標は概ね達成

可能であると見込まれる。 

その他の 5項目評価指標について、本プロジェクトは中国の防災政策に十分合致していることから、

その実施の妥当性は高いと判断した。プロジェクト成果も地方行政官の能力向上に関する取り組みを

引き続き強化していくことが望ましいが、既に達成されている指標も多く、プロジェクトは高い効率

性の下で順調に進捗しているといえる。上位目標の達成に向けては、応急対応・救助技術に係る研修

を行う能力の強化は着実に図られつつあるため、本プロジェクト終了後を視野に入れて、どのように

全国展開していくかを具体化していくことが求められる。自立発展性については、数多くの関係機関

の関与・連携をどれほど充実させられるかに留意する必要があるが、それ以外の大きな懸念はなく、

全体的に高い評価結果となった。 
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第5章 提言 

概ね順調に進捗しているプロジェクトではあるが、さらなる効果の発現に向けて、中間レビューの

調査団は調査結果から以下の提言を日中双方のプロジェクト関係者に対して行った。 

【応急分野】 

（1） NERSS 教官は、他に多くの業務を抱えており、本プロジェクトの活動に割り当てる時間が必

ずしも十分ではないと思われた。将来的に応急分野の全国的な指導を行っていくことを念頭

に置いて、教官としての役割を主要業務のひとつとして位置づけることが望まれる。 

（2） NERSS 教官の間のコミュニケーションの強化の取り組みが、本プロジェクトにおける教科書

作成を通じて強化されつつある。中間レビュー時点では 4 つに分けられた教科書作成グルー

プ内での議論が中心であったが、次のステップとして 4 グループ間のコミュニケーション強

化が予定されていくため、着実に実施することにより十分な情報交換をすることが望ましい。

なお、NERSS関係者とプロジェクトチームとの情報の共有や交換もプロジェクトの円滑な実

施に必要であるため、日中関係者間で定期的なミーティングを開催することが重要であると

思われる。 

（3） 今次調査で訪問した雲南省では、地震関係者の応急対応経験が豊富であることがうかがわれ

た。NERSSにおいて、これらの実務経験者の招聘を通じて実際の対応状況に関する情報共有

を行うことは有効であると考えられる。NERSS 教官育成の観点から、このような活動を実施

していくことが望ましい。 

 

【救助分野】 

（1） 安全管理を含む基礎技術は重要であり、今後予定しているより高度な技術に関する訓練を実

施する上でも、基礎技術を尊重した着実な訓練を継続していくことがプロジェクトの効果を

高める観点から重要である。 

（2） 今次中間レビュー調査では、現地調査を行った広東省において、地震局と消防局との連携関

係が強固かつ良好であることがうかがわれた。プロジェクト目標の全般的な達成及び上位目

標の達成に重要な要素であるため、他省でも同様の連携関係を構築していくことがこれまで

以上に必要とされる。 

（3） モデル省が本プロジェクト以外に自主的に行っている訓練の実施情報を、事前にプロジェク

ト専門家及び基地教官とより一層共有することは、本プロジェクトにおける訓練研修との連

携強化につながる。それにより、地方省での普及展開がより効率的・効果的に行われること

が期待される。 

（4） 既に、モデル地方省の中には、省内の市や県等に対する独自の訓練を実施している省もある。

そのため、今後本プロジェクトを通じて基地で訓練を受けた地方省の教官が、各省で市や県

等に対してさらに訓練を実施する取り組みが着実に行われることが、省全体の救助能力の強

化につながることから、今後も引き続き実施していくことが望ましい。 
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本

の
援

助
政

策
と

の
整

合
性

 

援
助

重
点

課
題

と
の

整
合

性
は

あ
る

か
 

日
本

の
援

助
政

策
に

お
け

る
位

置
づ

け
 

対
中

経
済

協
力

計
画

 
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

J
IC

A
の

援
助

実
施

方
針

と
の

関
連

性
は

あ
る

か
 

J
IC

A
の

対
中

援
助

方
針

に
お

け
る

位
置

づ
け

 
防

災
分

野
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

お
け

る
位

置
づ

け
に

関
す

る
資

料
 

手
段

と
し

て
の

適
切

性
 

日
本

の
技

術
の

比
較

優
位

性
は

あ
る

か
 

地
震

防
災

分
野

の
援

助
実

績
/日

本
の

経
験

 
専

門
家

、
C

/P
 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

関
連

す
る

他
ド

ナ
ー

や
N

G
O

等
と

の
連

携
は

あ
る

か
、

ど
の

よ
う

な
相

乗
効

果
が

あ
る

か
 

他
ド

ナ
ー

や
N

G
O

等
と

の
連

携
の

有
無

、
補

完
性

 
専

門
家

、
C

/P
、

他
ド

ナ
ー

/N
G

O
 

有
効

性
 

評
価

設
問

 
判

断
基

準
・方

法
 

情
報

源
 

調
査

方
法

 

大
項

目
 

小
項

目
 

計
画

さ
れ

た
成

果
（ア

ウ
ト

プ

ッ
ト

）の
発

現
状

況
 

1．
「N

E
R
S
S

の
中

核
人

材
の

応
急

対
応

能
力

に
関

す
る

指
導

能
力

が
強

化
さ

れ
る

。
（成

果
1）

」 
が

ど
の

程
度

達
成

さ
れ

た
か

 

【指
標

1-
1】

過
去

の
地

震
緊

急
災

害
時

の
体

制
・制

度
の

課
題

や
問

題
点

が
抽

出

さ
れ

、
教

訓
本

が
作

成
さ

れ
る

 

教
訓

本
 

（実
績

表
の

確
認

） 

資
料

レ
ビ

ュ
ー

 

質
問

票
 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 
【指

標
1-

2】
応

急
対

応
想

定
一

覧
表

作
成

指
導

の
た

め
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

作
ら

れ

る
 

対
応

想
定

一
覧

表
作

成
指

導
マ

ニ
ュ

ア
ル

 

（実
績

表
の

確
認

） 

【指
標

1-
3】

図
上

演
習

実
施

指
導

の
た

め
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

作
ら

れ
る

 
図

上
演

習
実

施
指

導
マ

ニ
ュ

ア
ル

 

（実
績

表
の

確
認

） 

【指
標

1-
4】

研
修

を
受

講
し

た
地

方
行

政
官

の
70

%以
上

が
研

修
内

容
及

び
指

導

方
法

に
満

足
す

る
 

研
修

修
了

調
書

 

（実
績

表
の

確
認

） 

【指
標

1-
5】

研
修

を
受

講
し

た
地

方
行

政
官

の
70

%以
上

が
対

応
想

定
一

覧
表

作

成
及

び
図

上
演

習
が

で
き

る
よ

う
に

な
る

 

研
修

修
了

調
書

 

（実
績

表
の

確
認

） 

【指
標

1-
6】

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
終

了
ま

で
に

国
内

研
修

を
3

回
以

上
実

施
す

る
 

訓
練

実
施

記
録

 

（実
績

表
の

確
認

） 

2．
「モ

デ
ル

地
方

省
の

地
方

行
政

官
の

応
急

対
応

能
力

が
強

化
さ

れ
る

。
（成

果
2）

」 
が

ど
の

程
度

達
成

さ
れ

た
か

 

【指
標

2-
1】

訓
練

を
受

け
た

地
方

行
政

官
が

地
元

で
図

上
演

習
を

年
度

に
1

回
以

上
実

施
す

る
 

図
上

演
習

実
施

記
録

 

(実
績

表
の

確
認

) 
 

【指
標

2-
2】

地
元

で
応

急
対

応
想

定
一

覧
表

が
最

低
1

部
作

成
さ

れ
る

 
応

急
対

応
想

定
一

覧
表

 

（実
績

表
の

確
認

） 

【指
標

2-
3】

地
元

で
図

上
演

習
の

シ
ナ

リ
オ

が
作

成
さ

れ
、

図
上

演
習

実
施

毎
に

改
訂

す
る

 

改
訂

さ
れ

た
シ

ナ
リ

オ
 

（実
績

表
の

確
認

） 

3．
「N

E
R
S
S

救
助

技
術

指
導

教
官

の
指

導
能

力
が

強
化

さ
れ

る
。

（成
果

3）
」 

が
ど

の
程

度
達

成
さ

れ
た

か
 

【指
標

3-
1】

研
修

の
最

終
テ

ス
ト

に
70

%以
上

の
受

講
者

が
合

格
す

る
 

最
終

テ
ス

ト
結

果
 

（実
績

表
の

確
認

） 
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【指
標

3-
2】

指
導

教
官

が
実

施
す

る
訓

練
の

受
講

者
の

70
%以

上
が

訓
練

内
容

及

び
指

導
方

法
に

満
足

す
る

 

訓
練

修
了

調
書

 

（実
績

表
の

確
認

） 

【指
標

3-
3】

救
助

指
導

技
術

に
関

す
る

テ
ス

ト
に

70
%以

上
の

教
官

が
合

格
す

る
 

教
官

テ
ス

ト
結

果
 

（実
績

表
の

確
認

） 

4．
「モ

デ
ル

地
方

省
の

地
方

地
震

緊
急

救
援

隊
幹

部
の

救
助

技
術

訓
練

実
施

能
力

が
強

化
さ

れ
る

。
（成

果
4）

」 
が

ど
の

程
度

達
成

さ
れ

た
か

 

【指
標

4-
1】

70
%以

上
が

最
終

テ
ス

ト
に

合
格

す
る

 
最

終
テ

ス
ト

結
果

 

（実
績

表
の

確
認

） 

【指
標

4-
2】

地
元

で
一

般
隊

員
を

対
象

に
実

施
し

た
訓

練
が

研
修

参
加

後
に

各
省

で
1

回
（年

度
毎

に
）以

上
実

施
さ

れ
る

 

訓
練

実
施

記
録

 

（実
績

表
の

確
認

） 

【指
標

4-
3】

一
般

隊
員

の
70

%以
上

が
訓

練
内

容
及

び
指

導
方

法
に

満
足

す
る

 
訓

練
受

講
生

作
成

の
報

告
書

 

（実
績

表
の

確
認

） 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
ま

で
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

「N
E
R
S
S

の

応
急

対
応

能
力

及
び

救
助

技
術

の
研

修
実

施
能

力
が

強
化

さ

れ
る

」の
達

成
が

見
込

ま
れ

る
か

 

【指
標

1】
応

急
対

応
能

力
及

び
救

助
技

術
に

お
け

る
標

準
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
が

で
き

る
N

E
R
S
S

が
実

施
す

る
研

修
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

 

【指
標

2】
応

急
対

応
技

術
を

他
の

教
官

に
指

導
で

き
る

指
導

教
官

が
15

名
以

上

育
成

さ
れ

る
 

教
官

育
成

の
研

修
指

導
報

告
書

 

【指
標

3】
救

助
技

術
を

他
の

教
官

に
指

導
で

き
る

指
導

教
官

が
15

名
以

上
育

成
さ

れ
る

 

教
官

育
成

の
研

修
指

導
報

告
書

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

を
阻

害
し

た
要

因
は

あ
る

か
 

指
導

教
官

の
途

中
交

代
の

有
無

、
対

処
方

法
 

専
門

家
、

C
/P

 

成
果

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標

の
因

果
関

係
 

成
果

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

十
分

か
 

成
果

－
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
間

の
関

係
・論

理
性

 
専

門
家

、
C

/P
 

効
率

性
 

評
価

設
問

 
判

断
基

準
・方

法
 

情
報

源
 

調
査

方
法

 

大
項

目
 

小
項

目
 

投
入

の
実

施
状

況
 

活
動

を
実

施
す

る
た

め
の

量
・質

の
投

入
が

適
切

な
タ

イ
ミ

ン

グ
・コ

ス
ト

で
実

施
さ

れ
た

か
 

計
画

と
実

績
の

比
較

 

【日
本

国
側

の
投

入
は

適
切

で
あ

っ
た

か
】 

－
専

門
家

派
遣

人
数

、
専

門
分

野
、

派
遣

時
期

は
適

切
か

 

－
供

与
機

材
の

種
類

、
量

、
設

置
時

期
は

適
切

か
 

－
研

修
員

受
入

人
数

、
分

野
、

研
修

内
容

、
研

修
期

間
、

受
入

時
期

は
適

切
か

 

－
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

予
算

は
適

正
規

模
か

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
連

資
料

 

専
門

家
、

C
/P

 

資
料

レ
ビ

ュ
ー

 

質
問

票
 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

計
画

と
実

績
の

比
較

 

【中
国

側
の

投
入

は
適

切
で

あ
っ

た
か

】 

－
C

/P
の

人
数

、
配

置
状

況
、

能
力

は
適

切
か

 

－
施

設
の

規
模

、
質

、
利

便
性

に
問

題
は

な
い

か
 

－
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

予
算

は
適

正
規

模
か

 

効
率

性
を

阻
害

し
た

要
因

は
あ

る
か

 
 

専
門

家
、

C
/P

 

投
入

と
成

果
の

因
果

関
係

 
成

果
を

産
出

す
る

の
に

十
分

な
活

動
・投

入
で

あ
っ

た
か

 
投

入
－

成
果

間
の

関
係

・論
理

性
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イ
ン

パ
ク

ト
 

評
価

設
問

 
判

断
基

準
・方

法
 

情
報

源
 

調
査

方
法

 

大
項

目
 

小
項

目
 

上
位

目
標

達
成

の
見

込
み

 
上

位
目

標
「
モ

デ
ル

地
方

省
以

外
の

省
に

応
急

対
応

と
救

助

の
制

度
と

仕
組

み
が

普
及

す
る

」
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

の
長

期
的

な
効

果
と

し
て

発
現

が
見

込
ま

れ
る

か
 

【指
標

1】
実

際
の

震
災

後
の

総
括

評
価

（＝
応

急
と

救
援

に
関

す
る

評
価

）が
、

四

川
大

地
震

の
検

証
結

果
と

比
較

し
た

際
に

総
合

的
に

見
て

高
い

評
価

を
得

る
 

専
門

家
、

C
/P

 
質

問
票

 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

【指
標

2】
モ

デ
ル

地
方

省
以

外
の

省
で

応
急

対
応

に
か

か
る

演
習

が
1

回
以

上
実

施
さ

れ
る

 

【指
標

3】
モ

デ
ル

地
方

省
以

外
の

省
で

応
急

対
応

に
か

か
る

演
習

が
一

回
以

上

実
施

さ
れ

る
省

で
救

助
の

研
修

が
年

に
一

回
以

上
実

施
さ

れ
る

 

正
負

の
間

接
的

効
果

 
予

想
し

な
か

っ
た

正
負

の
影

響
は

あ
っ

た
か

 
予

想
し

な
か

っ
た

正
負

の
影

響
の

有
無

、
そ

の
影

響
 

外
部

条
件

の
影

響
 

外
部

条
件

に
よ

る
影

響
は

あ
っ

た
か

 
外

部
条

件
の

変
化

に
よ

り
変

更
・修

正
・追

加
さ

れ
た

活
動

の
有

無
・内

容
 

（外
部

条
件

） 

 訓
練

を
受

け
た

地
方

地
震

緊
急

救
援

隊
幹

部
及

び
隊

員
が

業
務

を
継

続
す

る
 

 研
修

を
受

け
た

地
方

行
政

官
が

業
務

を
継

続
す

る
 

 地
方

で
災

害
が

発
生

し
た

際
に

国
務

院
及

び
公

安
部

消
防

局
や

省
政

府
か

ら

の
理

解
と

協
力

が
得

ら
れ

る
 

 研
修

に
参

加
し

た
人

々
が

継
続

し
て

演
習

・研
修

を
実

施
す

る
 

 地
方

地
震

緊
急

救
援

隊
が

全
省

に
設

置
さ

れ
る

 

自
立

発
展

性
 

評
価

設
問

 
判

断
基

準
・方

法
 

情
報

源
 

調
査

方
法

 

大
項

目
 

小
項

目
 

政
策

・制
度

面
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
に

政
策

・制
度

的
な

支
援

が
継

続
す

る

か
 

地
震

防
災

政
策

の
今

後
の

見
通

し
 

関
連

政
策

、
計

画
 

C
/P

 

資
料

レ
ビ

ュ
ー

 

質
問

票
 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 
組

織
面

・財
政

面
 

活
動

継
続

に
必

要
な

能
力

が
組

織
に

備
わ

っ
て

い
る

か
 

活
動

に
必

要
な

組
織

が
存

続
し

て
い

る
か

。
必

要
な

人
員

が
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

 

C
/P

 

実
施

機
関

の
予

算
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

、
確

保
の

見
込

み
は

あ
る

か
。

予
算

に

よ
り

、
機

材
の

維
持

・更
新

が
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

 

予
算

等
 

技
術

面
 

移
転

さ
れ

た
技

術
を

維
持

・発
展

さ
せ

て
い

く
た

め
の

基
盤

は

あ
る

か
 

実
施

機
関

で
の

技
術

移
転

の
計

画
・実

施
の

有
無

、
活

動
実

施
上

の
問

題
・障

害

と
そ

れ
ら

へ
の

対
応

の
有

無
 

 技
術

移
転

方
針

 

 研
修

訓
練

計
画

等
 

機
材

の
維

持
管

理
は

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

 
 

 保
守

管
理

状
況

（マ
ニ

ュ
ア

ル
活

用
含

む
）

 



添
付

資
料

3

作
成

日
：

2
0
0
9
年

8
月

2
7
日

、
改

訂
日

：
2
0
1
1
年

1
2
月

2
0
日

外
部

条
件

Im
po

rt
an

t A
ss

um
pt

io
ns

1
実
際
の
震
災
後
の
総
括
評
価
（
＝
応
急
と
救
援
に
関
す
る
評
価
）

が
、
四
川
大
地
震
の
検
証
結
果
と
比
較
し
た
際
に
総
合
的
に
見
て

高
い
評
価
を
得
る

1
実

際
の
震
災
後
の
総
括
評
価
検
証
報
告
書

2
モ
デ
ル
地
方
省
以
外
の
省
で
応
急
対
応
に
か
か
る
演
習
が
一
回
以

上
実
施
さ
れ
る

2
各

省
応
急
対
応
担
当
部
局
演
習
実
施
記
録

3
モ
デ
ル
地
方
省
以
外
の
省
で
応
急
対
応
に
か
か
る
演
習
が
一
回
以

上
実
施
さ
れ
る
省
で
救
助
の
研
修
が
年
に
一
回
以
上
実
施
さ
れ
る

3
各

省
地
方
地
震
緊
急
救
援
隊
救
助
訓
練
実
施
記
録

1
応
急
対
応
能
力
及
び
救
助
技
術
に
お
け
る
標
準
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
が

出
来
る

1
N
E
R
S
S
が
実
施
す
る
研
修
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

2
応
急
対
応
技
術
を
他
の
教
官
に
指
導
で
き
る
指
導
教
官
が
1
5
名
以

上
育
成
さ
れ
る

2
教

官
育
成
の
研
修
指
導
報
告
書

3
救
助
技
術
を
他
の
教
官
に
指
導
で
き
る
指
導
教
官
が
1
5
名
以
上
育

成
さ
れ
る

3
教

官
育
成
の
研
修
指
導
報
告
書

1
N
E
R
S
S
の
中
核
人
材
の
応
急
対
応
能
力
に

関
す

る
指

導
能

力
が

強
化

さ
れ

る
1
-
1

過
去
の
地
震
緊
急
災
害
時
の
体
制
・
制
度
の
課
題
や
問
題
点
が
抽

出
さ
れ
教
訓
本
が
作
成
さ
れ
る

1
-
1

教
訓
本

1
-
2

応
急
対
応
想
定
一
覧
表
作
成
指
導
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
作
ら

れ
る

1
-
2

対
応
想
定
一
覧
表
作
成
指
導
マ
ニ
ュ
ア
ル

1
-
3

図
上
演
習
実
施
指
導
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
作
ら
れ
る

1
-
3

図
上
演
習
実
施
指
導
マ
ニ
ュ
ア
ル

1
-
4

研
修
を
受
講
し
た
地
方
行
政
官
の
7
0
％
以
上
が
研
修
内
容
及
び
指

導
方
法
に
満
足
す
る

1
-
4

研
修
修
了
調
書

1
-
5

応
急
対
応
想
定
一
覧
表
作
成
及
び
図
上
演
習
に
つ
い
て
、
研
修
を

実
施
で
き
る
N
E
R
S
S
教
官
が
育
成
さ
れ
る

1
-
5

教
官
育
成
の
研
修
指
導
報
告
書

訓
練
実
施
記
録

1
-
6

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に
国
内
研
修
を
3
回
以
上
実
施
す
る

1
-
6

訓
練
実
施
記
録

2
モ

デ
ル
地
方
省
の
地
方
行
政
官
の
応
急

対
応

能
力

が
強

化
さ

れ
る

2
-
1

訓
練
を
受
け
た
地
方
行
政
官
が
地
元
で
図
上
演
習
を
年
度
に
一
回

以
上
実
施
す
る

2
-
1

図
上
演
習
実
施
記
録

2
-
2

地
元
で
応
急
対
応
想
定
一
覧
表
が
最
低
一
部
作
成
さ
れ
る

2
-
2

応
急
対
応
想
定
一
覧
表

2
-
3

地
元
で
図
上
演
習
の
シ
ナ
リ
オ
が
作
成
さ
れ
、
図
上
演
習
実
施
毎

に
改
訂
す
る

2
-
3

改
訂
さ
れ
た
シ
ナ
リ
オ

3
N
E
R
S
S
救
助
技
術
指
導
教
官
の
指
導
能
力

が
強

化
さ

れ
る

3
-
1

研
修
の
最
終
テ
ス
ト
を
7
0
％
以
上
の
受
講
者
が
合
格
す
る

3
-
1

最
終
テ
ス
ト
結
果

3
-
2

指
導
教
官
が
実
施
す
る
訓
練
の
受
講
者
の
7
0
％
以
上
が
訓
練
内
容

及
び
指
導
方
法
に
満
足
す
る

3
-
2

訓
練
修
了
調
書

3
-
3

救
助
指
導
技
術
に
関
す
る
テ
ス
ト
に
7
0
%
以
上
の
教
官
が
合
格
す
る

3
-
3

教
官
テ
ス
ト
結
果

4
モ

デ
ル
地
方
省
の
地
方
地
震
緊
急
救
援

隊
幹

部
の

救
助

技
術

訓
練

実
施

能
力

が
強

化
さ

れ
る

4
-
1

7
0
%
以
上
が
最
終
テ
ス
ト
を
合
格
す
る

4
-
1

最
終
テ
ス
ト

結
果

4
-
2

地
元
で
一
般
隊
員
を
対
象
に
実
施
し
た
訓
練
が
研
修
参
加
後
に
各

省
で
1
回
（
年
度
毎
に
）
以
上
実
施
さ
れ
る

4
-
2

訓
練
実
施
記
録

4
-
3

一
般
隊
員
の
7
0
%
以
上
が
訓
練
内
容
及
び
指
導
方
法
に
満
足
す
る

4
-
3

訓
練
受
講
生
作
成
の
報
告
書

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
要

約

N
ar

ra
tiv

e 
Su

m
m

ar
y

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

　
Pr

oj
ec

t P
ur

po
se

上
位

目
標

　
O

ve
ra

ll 
G

oa
l

モ
デ
ル
地
方
省
以
外
の
省
に
応
急
対
応
と

救
助

の
制

度
と

仕
組

み
が

普
及

す
る

指
標

O
bj

ec
tiv

el
y 

Ve
rif

ia
bl

e 
In

di
ca

to
rs

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

名
：

中
国

「
日

中
協

力
地

震
緊

急
救
援
能
力
強
化
計
画
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

対
象

地
域

：
　

中
国

地
震

応
急

救
援

セ
ン

タ
ー

（
N

E
R

S
S

)（
国
家
地
震
緊
急
救
援
訓
練
基
地
（
C
N
S
A
R
T
)
を

含
む

）

期
間

：
　

2
0
0
9
年

1
0
月

～
2
0
1
3
年

3
月

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
：

中
国

地
震

局
、

震
災

時
の

応
急

対
応

に
携

わ
る

地
方

行
政

官
、

研
修

・
訓

練
指

導
教

官
、

地
方

地
震

緊
急

救
援

隊

入
手

手
段

M
ea

ns
 o

f V
er

ifi
ca

tio
n

成
果

　
O

ut
pu

ts

N
E
R
S
S
の

応
急
対
応
能
力
及
び
救
助
技
術
の

研
修

実
施

能
力

が
強

化
さ

れ
る

・
訓
練
を
受
け
た
地
方
地
震
緊
急
救
援
隊
幹
部
及
び
隊
員

　
が
業
務
を
継
続
す
る

・
研
修
を
受
け
た
地
方
行
政
官
が
業
務
を
継
続
す
る

・
地
方
で
災
害
が
発
生
し
た
際
に
国
務
院
及
び
公
安
部
消

　
防
局
や
省
政
府
か
ら
の
理
解
と
協
力
が
得
ら
れ
る

・
研
修
に
参
加
し
た
人
々
が
継
続
し
て
演
習
・
研
修
を
実

　
施
す
る

・
地
方
地
震
緊
急
救
援
隊
が
全
省
に
設
置
さ
れ
る

・
応
急
対
応
能
力
に
関
す
る
指
導
教
官
が
途
中
で
交
代

　
し
な
い

・
救
助
技
術
指
導
教
官
が
途
中
で
交
代
し
な
い

1



1
人
材

人
材

1
-
1

N
E
R
S
S
の
中
核
人
材
が
、
日
本

の
事

例
と

の
比

較
研

究
を

行
な

う
◆

長
期
専
門
家

・
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置

1
-
2

N
E
R
S
S
の
中
核
人
材
が
、
応
急

対
応

に
関

す
る

中
国

の
制

度
・

体
制

の
課

題
を

抽
出

す
る

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
リ
ー
ダ
ー
/
業
務
調
整

・
管
理
ス
タ
ッ
フ
の
配
置

1
-
3

N
E
R
S
S
の
中
核
人
材
が
、
省
の

応
急

対
応

行
政

官
を

対
象

と
し

た
国

内
研

修
を

企
画

・
実
施
す
る

・
応
急
対
応

・
そ
の
他
必
要
な
職
員
の
配
置

1
-
4

N
E
R
S
S
の
中
核
人
材
が
、
省
の

応
急

対
応

行
政

官
の

指
導

を
行

い
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成
す
る

・
救
助
技
術

必
要
経

費

1
-
5

総
合
演
習
を
企
画
・
実
施
す
る

※
日
本
側
リ
ソ
ー
ス
の
状
況
に
応
じ
て
変
更
可
能
性
あ
り

・
中
国
国
内
で
の
研
修
・
訓
練
実
施
に
必
要
な
経
費

2
◆

短
期
専
門
家
（
必
要
に
応
じ
て
派
遣
）

・
施
設
整
備
に
必
要
な
経
費

2
-
1

モ
デ
ル
地
方
省
の
行
政
官
を
対
象

と
し

た
訪

日
研

修
を

実
施

す
る

・
図
上
訓
練
　
　
　
　
　
・
災
害
応
急
対
策
ﾀ
ｲ
ﾑ
ｽ
ｹ
ｼ
ﾞ
ｭ
ｰ
ﾙ

・
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
に
必
要
な
経
費

2
-
2

モ
デ
ル
地
方
省
の
行
政
官
を
対
象

と
し

た
現

地
国

内
研

修
を

実
施

す
る

・
応
急
対
応
計
画
　
　
　
・
評
価
分
析

・
中
国
国
内
に
お
け
る
研
修
・
訓
練
参
加
者
の
経
費

2
-
3

訪
日
研
修
を
受
け
た
モ
デ
ル
地
方

省
行

政
官

が
中

心
と

な
り

地
元

で
図

上
演

習
を

実
施
す
る

・
救
助
技
術
　
　
　
　
　
・
応
急
対
応
研
究
指
導

必
要
施
設

3
※
日
本
側
リ
ソ
ー
ス
の
状
況
に
応
じ
て
変
更
可
能
性
あ
り

・
N
E
R
S
S
の
施
設

3
-
1

専
門
家
及
び
救
助
技
術
指
導
教
官

が
、

地
方

及
び

訓
練

基
地

の
現

状
を

分
析

す
る

◆
C
/
P
研
修

・
C
N
S
A
R
T
の
施
設
及
び
設
備

3
-
2

専
門
家
が
、
救
助
技
術
指
導
教
官

の
研

修
を

実
施

す
る

◆
・
本
邦
研
修
(
行
政
官
幹
部
・
中
堅
）

・
日
本
人
専
門
家
執
務
ス
ペ
ー
ス

3
-
3

救
助
技
術
指
導
教
官
が
、
地
方
地

震
緊

急
救

援
隊

幹
部

対
象

の
訓

練
基

地
で

の
訓

練
計
画
を
策
定
す
る

・
本
邦
研
修
（
救
助
）

　
（
電
話
・
水
道
・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
含
む
）

3
-
4

救
助
技
術
指
導
教
官
が
、
地
方
地

震
緊

急
救

援
隊

幹
部

対
象

の
訓

練
教

材
を

開
発

す
る

◆
現
地
国
内
研
修

必
要
資

機
材

3
-
5

救
助
技
術
指
導
教
官
が
、
地
方
地

震
緊

急
救

援
隊

幹
部

の
訓

練
実

施
を

通
じ

て
指

導
能
力
を
高
め
る

・
セ
ミ
ナ
ー
/
研
修
の
実
施

・
応
急
対
応
研
修
用
資
機
材

4
・
研
究
発
表
会
の
実
施

・
救
助
研
修
用
資
機
材

前
提

条
件

　
Pr

e-
co

nd
iti

on
s

4
-
1

モ
デ
ル
省
を
主
と
す
る
地
方
地
震

緊
急

救
援

隊
幹

部
の

訓
練

を
C
N
S
A
R
T
に

て
実

施
す
る

・
総
合
演
習
及
び
総
括
セ
ミ
ナ
ー
（
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
）
の
実
施

4
-
2

C
N
S
A
R
T
で
の
訓
練
に
参
加
し
た
地

方
地

震
緊

急
救

援
隊

幹
部

が
中

心
と

な
り

、
モ

デ
ル
地
方
省
に
お
い
て

地
方
地
震
緊
急
救
援
隊
の
一
般

隊
員

を
対

象
と

し
た

訓
練

を
実

施
す

る
機
材 ◆

資
機
材
供
与

・
人
命
探
査
装
置
　
　
　
　
　
　
　
1
5
,
0
0
0
千
円

・
二
酸
化
炭
素
探
査
装
置
　
　
　
　
 
6
,
0
0
0
千
円

・
画
像
探
査
機
2
型
　
　
　
　
　
　
 
 
2
,
0
0
0
千
円
×
2
機

・
早
期
地
震
警
報
機
　
　
　
　
　
　
 
5
,
0
0
0
千
円

・
そ
の
他
研
修
に
必
要
な
資
機
材
 
 
2
0
,
0
0
0
千
円

（
中
国
側
の
現
有
資
機
材
の
状
況
に
よ
り
変
更
あ
り
）

N
E
R
S
S
の

中
核

人
材

の
応

急
対

応
能

力
に

関
す

る
指

導
能

力
が

強
化

さ
れ

る

モ
デ

ル
地

方
省

の
地

方
地

震
緊

急
救

援
隊

幹
部

の
救

助
技

術
訓

練
実

施
能

力
が

強
化

さ
れ

る

モ
デ

ル
地

方
省

の
地

方
行

政
官

の
応

急
対

応
能

力
が

強
化

さ
れ

る

N
E
R
S
S
救

助
技

術
指

導
教

官
の

指
導

能
力

が
強

化
さ

れ
る

中
国

側
　

C
hi

ne
se

 s
id

e

投
入

　
In

pu
ts

活
動

　
A

ct
iv

iti
es

日
本

側
　

Ja
pa

ne
se

 S
id

e

2



事
業

年
度

時
系

列
#

#
#

1
2

3
4

5
6

7
8

9
#

#
#

1
2

3
4

5
6

7
8

9
#

#
#

1
2

3
4

5
6

7
8

9
#

#
#

1
2

3
1
-
1

N
E
R
S
S
の

中
核

人
材

が
、

日
本

の
事

例
と

の
比

較
研

究
を

行
な

う
1
-
2

N
E
R
S
S
の

中
核

人
材

が
、

応
急

対
応

に
関

す
る

中
国

の
制

度
・

体
制

の
課

題
を

抽
出

す
る

1
-
3

N
E
R
S
S
の

中
核

人
材

が
、

省
の

応
急

対
応

行
政

官
を

対
象

と
し

た
国

内
研

修
を

企
画

・
実

施
す

る
1
-
4

N
E
R
S
S
の

中
核

人
材

が
、

省
の

応
急

対
応

行
政

官
の

指
導

を
行

い
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

す
る

1
-
5

総
合

演
習

を
企

画
・

実
施

す
る

2
-
1

モ
デ

ル
地

方
省

の
行

政
官

を
対

象
と

し
た

訪
日

研
修

を
実

施
す

る
2
-
2

モ
デ

ル
地

方
省

の
行

政
官

を
対

象
と

し
た

現
地

国
内

研
修

を
実

施
す

る
2
-
3

訪
日

研
修

を
受

け
た

モ
デ

ル
地

方
省

行
政

官
が

中
心
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